
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2025年9月17日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を
　 再投資したものとして計算しています。当ファンドの設定日前日を10,000として指数化しています。

※期間収益率は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の水準を示唆・保証するものではありません。

比率

国内株式

外国株式

現金等

10.2％

82.8％

7.0％

マザーファンド

ファンド 比率

SBI 次世代テクノロジー
戦略マザーファンド 100.1％

現金等 -0.1％

基準価額等の推移 資産構成（単位：百万円）
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追加型投信／内外／株式

運用実績

基準価額 12,236円 前月末比 ＋1,556円 純資産総額 19.49億円

期間収益率

５年

22.36% 14.57% － － － － －

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月 １年 ３年

※比率は純資産総額に対する割合です。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、
   マイナスとなる場合があります。

収益分配金（税引前）推移

決算期 － － －

0円分配金 － － － － －

設定来累計
決算日 － － － － －

－ －

（円） （億円）
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※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 1



※比率は、マザーファンドの純資産総額に対する割合です。

※比率は、マザーファンドの純資産総額に対する割合です。 組入銘柄数：39銘柄

追加型投信／内外／株式

SBI 次世代テクノロジー戦略ファンド 月次レポート
販売用資料

2025年10月31日基準

マザーファンドの資産状況

組入国・地域 組入業種

組入上位10銘柄

銘柄名 国・地域 業種 比率

2 RIGETTI COMPUTING IN アメリカ 半導体・半導体製造装置 3.52％

1 日立製作所　　　　　　　　　　　　　　　 日本 電気機器 3.71％

4 APPLIED DIGITAL CORP アメリカ ソフトウェア・サービス 3.46％

3 D-WAVE QUANTUM INC アメリカ ソフトウェア・サービス 3.47％

6 LAM RESEARCH CORP アメリカ 半導体・半導体製造装置 3.28％

5 三菱重工業　　　　　　　　　　　　　　　 日本 機械 3.44％

8 ALPHABET INC-CL A アメリカ メディア・娯楽 3.17％

7 CORE SCIENTIFIC INC アメリカ ソフトウェア・サービス 3.26％

10 NVIDIA CORP アメリカ 半導体・半導体製造装置 3.15％

9 IREN LTD アメリカ ソフトウェア・サービス 3.17％
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

ソフトウェア・サービス

金融サービス

半導体・半導体製造装置

資本財

テクノロジー・ハードウェアおよび機器

電気機器

機械

メディア・娯楽

証券、商品先物取引業

公益事業

銀行

素材

76.32%

10.23%

2.88%

2.78%
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※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 2



追加型投信／内外／株式

当月の市場動向

当月の市場動向及び今後の運用方針

SBI 次世代テクノロジー戦略ファンド 月次レポート
販売用資料

2025年10月31日基準

10月の米国市場は、政府閉鎖、米中対立、銀行貸付への懸念等の悪材料は見られましたが、米国への信認、AI投資への期待、金融緩和への期
待等の好材料は揺るぎませんでした。結果として、ナスダック中心に主要市場は大型株中心に上昇しました。一方、流動性相場のなか中小型株は冴
えませんでした。セクターでは、情報技術、ヘルスケア、一般消費財サービスが好調でしたが、素材、金融、不動産は軟調でした。主なイベントとして、政
府閉鎖が開始したこと、OpenAIがAMDと提携したこと、営利企業への転換を完了したと発表されたこと、米中交渉がトランプ氏と習氏の直接会談に
より融和ムードが見られたこと、28日～29日の米連邦公開市場委員会（FOMC）にて2会合連続の利下げが実施されたこと、などが挙げられます。
当ファンドの投資するWeb3・AI、量子技術、Newエネルギーの3分野では、米政府が出資を検討との報道から、量子技術関連企業が相対的に堅
調でした。

ファンドの運用状況

　リゲッティ・コンピューティング、Dウェーブ・クオンタムなどの量子コンピューティング企業、業績好調なアプライド・デジタル（Web3）などがパフォーマンスに
プラスに寄与しました。一方、保有するビットコインの下落などからストラテジー、募集・売出しを行ったクオンタム・コンピューティング、ガザの停戦、トランプ
氏のウクライナ停戦圧力に欧州防衛関連株が下げたことなどからバブコック・インターナショナル・グループ、などの保有がマイナスに寄与しました。
　10月は、従来通り組み増しを続けました。

今後の運用方針

　トランプ政権の「相互関税」は、最初の提示に比べて引き下げられるケースが多く、「解放の日」当時と比べると市場の反応は小さくなっております。景
気、企業業績、金利等の要因とともに相場の材料として定番化しております。ただし、自由な国際貿易市場に変化が見られましたので、今後、貿易に
とどまらず国際的な資本移動、国際通貨価値、国際協調と言った分野への波及に留意しております。目下、関税について、市場の関心は、関税コスト
が最終消費者（米国民）へどの程度、いつ転嫁されるかに移っております。経済面で、米国のインフレ上昇、消費低下などによる景気悪化・後退、米
国の関税引き上げの対象となる国々の景気減速・後退等の間接的な影響も懸念されております。関税引き上げによる影響は、企業の関税引き上げ
分の価格転嫁、売上の変化等個別要因が大きく、企業の業績見通し発表を織り込むプロセスが続くと考えられます。貿易以外の分野への間接的な
影響も、具体的な影響度を測るには時間を要すると考えられます。「相互関税」、欧州中央銀行（ECB）の金融政策動向、米連邦準備制度理事
会（FRB）の金融政策動向も相互関税の影響を見極めながら進められると予想されますので、不確実性、複雑性が高まり、先行き見通しの不透明
感が長期にわたり継続する可能性が高まった状況が続いております。依然として、ウクライナ情勢、欧州連合（ＥＵ）主要国の財政支出拡大、中国
の景気動向なども材料として注目されております。こうした様々な材料を注視してまいりたいと考えております。また、足元、トランプ政権の関税措置を巡
る訴訟や米中関係の緊張なども注目されており、注視しております。金融緩和基調のなか、投資家資金は大型ハイテク株とAI関連を中心としたテーマ
株に向かっており、引き続き動向に注意したいと考えます。
　私どもは、引き続き、次世代テクノロジー関連企業の中から、テーマ別に関連性の高い企業を選定し投資してまります。

※現在のテーマ：Web3・AI、量子技術、Newエネルギー

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 3



リスクの管理体制

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。
流動性リスクの管理においては、委託会社が規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・検証などを行います。取締役
会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。

• 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
• 本ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が
低下し、市場実勢から期待される価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受
付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。
• 有価証券の貸付取引等を行う場合には、取引先リスク（取引の相手方（レンディング・エージェントを含みます。）の倒産等により契約が不履行になる等）が生じる場合がありま
す。
• 投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
• 銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
• 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
• 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
• 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。
• 実質的な投資対象地域の法令、税制、会計制度およびそれらの変更によって、本ファンドの受益者が不利益を被るリスクがあります。
• 本ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。当該運用方式には運用の効率性等の利点がありますが、投資対象とするマザーファンドにおいて、他のベビーファンドの資金変
動等に伴う売買等が生じ、マザーファンドの組入れ有価証券に売買等が生じた場合等には、本ファンドの基準価額は影響を受けることがあります。

価格変動リスク 一般に株価は政治・経済情勢や発行企業の業績等の影響を受け変動しますので、組入れる株式の価格が変動し、本ファンドの基準価額は影響を
受け、損失を被ることがあります。

信用リスク
組入れる金融商品等の発行体が経営不安や倒産等に陥った場合に資金回収ができなくなるリスクや、それが予想される場合にその金融商品等の価
格下落で損失を被る可能性があります。また、金融商品等の取引相手方にデフォルト（債務不履行）が生じた場合等、本ファンドの基準価額は影
響を受け、損失を被ることがあります。

流動性リスク 組入れる金融商品等の市場規模が小さく取引量が限られる場合などには、機動的に売買できない可能性があります。また、保有する金融商品等が
期待された価格で処分できず、本ファンドの基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

その他の留意点

カントリーリスク 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化、外国為替規制、資本規制、税制の変更等の事態が生じた場合、又はそれが予想される場合
には、方針に沿った運用が困難になり、基準価額の下落要因となる可能性があります。

①ＳＢＩ 次世代テクノロジー戦略マザーファンド（以下、「マザーファンド」ということがあります。）を主要投資対象とします。
②マザーファンドによる株式等※への投資にあたっては、次世代テクノロジー関連企業の中から、テーマ別に関連性の高い企業を選定します。
※株式等には、上場投資信託証券を含みます。
➂実質組入外貨建資産については、為替ヘッジを行いません。

投資リスク
基準価額の変動要因

為替変動リスク 為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因により大幅に変動することがあります。組入外貨建資産につ
いて、当該外貨の為替レートが円高方向に進んだ場合、本ファンドの基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

本ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。また、外貨建資産には為替リスクもあります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されてい
るものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。
また、投資信託は預貯金と異なります。本ファンドの基準価額の主な変動要因としては以下のものがあります。なお、基準価額の変動要因は以下に限定されるものではありません。

主な変動要因

ファンドの目的・特色
ファンドの目的
実質的に世界の株式等に投資し、中長期的な信託財産の成長をめざして運用を行います。

ファンドの特色

SBI 次世代テクノロジー戦略ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／内外／株式

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 4



信託期間 ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行、委託会社が指定する日のいずれかの休業日にあたる場合には、購入・換金
（解約）の受付を行いません。

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

SBI 次世代テクノロジー戦略ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／内外／株式

お申込みメモ

購入単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額(ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。）

換金単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からのお支払いとなります。

課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度） の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があり
ます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
※上記は、有価証券届出書提出日現在のものです。税法が改正された場合等には、変更される場合があります。税金の取り扱いの
詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧めします。

課税関係

申込締切時間 原則として、午後３時までとします。なお、受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の受付分として取扱います。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

購入・換金
申込受付の中止

及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金（解約）
の申込の受付を中止すること及び既に受付けた購入・換金（解約）の申込の受付を取消す場合があります。

収益分配 年1回決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
※販売会社によっては、分配金の再投資コースを設けています。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

信託期間 無期限（設定日：2025年9月17日（水））

繰上償還

次の場合等には、信託期間を繰り上げて償還となる場合があります。
・ 信託財産の純資産総額が10億円を下回ることとなった場合
・ ファンドを償還させることが受益者のために有利であると認めるとき
・ その他やむを得ない事情が発生したとき

決算日 原則として、9月16日（休業日の場合は翌営業日）

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 5



投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

SBI 次世代テクノロジー戦略ファンド 月次レポート
販売用資料

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年0.99％（税抜：年0.90％）を乗じて得た額とします。信託報酬は毎日計上され、毎
計算期間の最初の6ヵ月終了日（休業日の場合、翌営業日）及び毎計算期末または信託終了のときにファンドから支払
われます。
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

（有価証券の貸付の指図を行った場合）
有価証券の貸付の指図を行った場合には品貸料がファンドの収益として計上されます。
その収益の一部を委託会社と受託会社が受け取ります。
この場合、ファンドの品貸料およびマザーファンドの品貸料のうちファンドに属するとみなした額の55.0％ （税抜50.0%）以
内の額が上記の運用管理費用（信託報酬）に追加されます。
※上記各支払先への配分には、別途消費税等相当額がかかります。

その他の費用
及び手数料

信託財産にかかる監査報酬、信託事務の処理に要する諸費用、法定書類（目論見書、運用報告書等）の作成・印刷・
交付にかかる費用、組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、外貨建資産の保管に要する費用等の費用
は、原則として受益者の負担とし、信託財産中から支払われます。

追加型投信／内外／株式

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 6



■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱いおよびこれらに付随する業務を行います。
※ 株式会社ＳＢＩ証券は上記協会のほか、日本商品先物取引協会および一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入しております。

○ ○株式会社ＳＢＩ証券※ 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

SBI 次世代テクノロジー戦略ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／内外／株式

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
日本STO協会

本資料のご留意点

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメントが作成した販売用資料で、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。○本資料は、ＳＢＩアセット
マネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将
来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。○投資
信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益はすべて受益
者の皆様に帰属します。○当ファンドをお申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様ご自身でご判断く
ださい。
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